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要       旨 

 

１ 作成の背景 

 博物館・美術館（以下、博物館）は社会教育上の機関であり、収集・保管・展示、調査

研究、教育普及活動等を通して自然・文化に係わる人類共通の遺産を未来へと継承すると

ともに、その方法についての研究をも使命とする。しかしながら今日、博物館には組織運

営上、憂慮すべき点が多々生じている。 

 

２ 現状及び問題点 

 博物館法は、1952（昭和 27）年に社会教育法に準拠して施行され、文部科学省生涯学習

政策局社会教育課が所管する。一方、文化財保護法は 1950（昭和 25）年の施行で、文化庁

の所管である。施行年と所管省庁の相違により、両法律間に十分な整合性がない。博物館

法の特色は、学芸員の職務・資格の規定と登録博物館制度にある。戦後の博物館のめまぐ

るしい発展と設置・運営形態の多様化のなかで、以下の問題点が顕在化している。 

 

(1) 博物館の登録は、博物館法「登録」第 10条で教育委員会の所管とされるが、国立

科学博物館、国立文化財機構及び国立美術館機構の国立館は、設置主体が独立行政法人

法によるため、博物館法第 29 条で「博物館に相当する施設」（以下、博物館相当施設）

と定義される。全国の博物館行政を指導すべき国立館が「博物館」ではないのは、制度

の歪みである。 

 

(2) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律」と「地方独立行政法人施行令」の改

定により、博物館等が教育委員会の所管から離れ、登録博物館の要件から外れるケース

が増加し、登録施設と非登録施設との格差も顕在化した。 

 

(3) 学芸員は「博物館資料の収集、保管、展示及び調査研究」（同法第４条４）により、

博物館の「健全な発達を図り、もつて国民の教育、学術及び文化の発展に寄与する」（同

法第１条目的）とされる。学芸員は収集、登録、保管、展示、説明・助言・指導等の教

育普及、保存・修復等を主につかさどる現状だが、職務の十全な遂行には、研究こそが

不可欠である。学芸員が「博物館資料」を研究するには、関連する人類遺産に関わる広

範で深遠な研究が必須である。しかし、博物館法で研究業務の内容は限定され、研究機

関指定を受けられないほとんどの博物館の学芸員には、科研費代表申請資格すらない。 

 

(4) 改正学芸員科目の施行により、学芸員資格要件の科目・単位数が増加により、関

連科目開講大学数が減少した。加えて、学芸員資格の求める要件と現職学芸員に求めら

れる学術的専門性・実務能力との間に乖離を生じさせるような経緯があったため、多数

の博物館が博物館法第４条４項に掲げる職務を貫徹できないような状況になった。 
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３ 提言等の内容 

海外の博物館と博物館行政の動向を参照の結果、文化財保護法を柱として博物館に関す

る規定をそれに盛り込み、一元化した法律を制定している国が多いことが確認された。ま

た、博物館の多様性を踏まえ、小規模施設も視野に入れた、イギリスにおける博物館の認

定制度が我が国にとって最も参考となることも判明した。我が国において顕在化してきた

諸問題の解決には博物館法の抜本的な改正が不可避である。同時に、文部科学省生涯学習

政策局と文化庁は協力して博物館法と文化財保護法との整合性を図るべきであり、以下の

ごとく提言する。 

 

(1) 博物館法の改正による登録博物館と博物館相当施設の新たな登録制度への一本化  

国立館が我が国の博物館法において「博物館」でないのは、制度のゆがみに他ならな

い。現行の登録制度を抜本的に見直す法律改正を行い、現行法の登録博物館と博物館相

当施設を合わせて「博物館」とする新たな包括的な登録制度を導入すべきである。 

この新たな登録制度においては、現行の「博物館相当施設」は、国立館を含め、設置

主体にかかわらず、登録申請資格を認められるものとすべきである。 

そして、すべての博物館を「博物館」として一体的に扱う新博物館法のもとで、文化

財保護法など関係法律間の整合性を図りつつ、国立館には、博物館全体の水準の維持向

上に貢献すべく指導的な役割を果たせるような法的位置づけを与えるべきである。 

 

(2) 博物館の水準を向上させる新登録制度設計と研究機能の充実 

 新登録制度は、「博物館として必要な条件を備えた博物館の設置を振興する制度」と

することを理念とすべきである（「これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議」

報告書[4]）。そして、多様な博物館の現状に鑑み、イギリスの認定制度も参考にし、国

立館も含めた我が国のすべての博物館の自主的な運営改善を促し、博物館の水準の向上

に資する制度設計となるようにすべきである。 

また、博物館の水準の維持向上という文脈の中で、博物館法第４条を改正して学芸員

の職務内容を見直し、業務の調査研究以外に、人類文化の未来に貢献する独創的な研究

にも従事して博物館を通じて地域の活性化に貢献できることとし、一定水準以上の研究

能力が認められる博物館には、研究機関指定の基準、特に博物館の研究費予算措置など

の基準の柔軟化を図るべきである。 
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１ はじめに   

博物館・美術館は、社会教育上の機能を担う文化施設であると同時に、自然・文化に係

わる人類共通の遺産を収集・保管・展示、調査研究、教育普及活動等を通して未来へと確

実に継承する方法を考案・開発する研究使命を帯びている。また高齢化、情報化、国際化

する社会の中の機関として社会教育を含む生涯学習機関でもなければならない。この「生

涯学習社会」における「地域における中核拠点」としての博物館の側面はこれからますま

す重要となる。だが、経済環境の変化、人口減や施設の老朽化などから、博物館の維持・

運営への負担が上昇し、閉館など存続の危機を迎えている施設も少なくない。また、その

運営は単に経営的な観点からでは行えないもので、利用者の観点に立つ展示方法の改善な

ど、運営上考慮すべき点は多い。 

これまでに指定管理者制度や博物館・美術館等の運営の地方独立法人化の本格的導入に

はじまり、国立美術館機構と国立文化財機構という２独立行政法人の統合案（政府の行政

改革推進会議声明）とそれへの反対声明・決議（平成 23年 11月）、博物館法に係わる修正

「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成 23年 12月 20日文部科学省告示第 165

号）などと、博物館・美術館等の組織運営に影響を及ぼす声明・法案があった。東日本大

震災（平成 23年３月）によっては、大災害を前提とした博物館・美術館と文化財に係わる

保護体制と政策を、新たに検討する必要性があることが露呈した1。 

更に、博物館・美術館の専門的職員の学芸員になるための資格取得方法のひとつ、博物

館に関する科目修得に関する改正（以下、改正学芸員科目と呼ぶ）が「博物館法施行規則

の一部を改正する省令」（平成 21年４月）よって定められ、平成 24年４月１日から施行さ

れた。 

 本分科会では、以上の博物館・美術館を取り巻く状況を勘案して、指定管理者制度の現

状及び評価、組織を下支えする学芸員制度の改善・充実策及び展示方法の専門的な知識の

充実策、博物館法の改正案などについて検討を行った。更に、博物館・美術館の新しい使

命とその評価方法、独立行政法人国立科学博物館及び国立美術館機構の経営分析、改正学

芸員科目の施行などについても審議を行ったが、その内容については今後更に検討を深め

たい。 

 以下、その検討を踏まえ、「21 世紀の博物館・美術館のあるべき姿－博物館法の改正へ

向けて」を提言する。 

 

 

 

  

                                            
1 以下も参照のこと。日本学術会議史学委員会文化財の保護と活用に関する分科会『提言 文化財の次世代への確かな継

承—災害を前提とした保護対策の構築をめざして』平成２６年６月２４日発出。 
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２ 博物館・美術館について       

(1)  我が国における博物館・美術館の沿革（明治以降） 

日本近代における博物館は、ウィーン万国博覧会への出品準備として 1872（明治５）

年に湯島聖堂で開催された文部省博覧会が会期終了後も、１と６のつく日に毎月開催さ

れ、一時的に展示する博覧会から常時展示するという形態をとったことに始まるとされ

る。1873（明治６）年に博覧会事務局が設立され、1875（明治８）年に同事務局は内務

省の管理下の博物館となり、以降名称及び所管官省を幾つも変え、第二次大戦後に国立

博物館となり、1952（昭和 27）年に現在の東京国立博物館となった。また、1895（明治

28）には帝国奈良博物館（現在の奈良国立博物館）、1897（明治 30）年）には帝国京都

博物館（現在の京都国立博物館）など、各地に博物館が作られ始めた。これと並行して、

1877（明治 10）年に上野公園に教育博物館が誕生し、東京教育博物館から東京科学博物

館へ名称を変えて、現在の国立科学博物館となった。 

しかし、本格的に博物館が日本各地に設置され始めたのは、1950（昭和 25）年代以降

のことで、戦後の高度経済成長期に公立博物館・美術館、私立博物館・美術館及び相当

文化施設が次々に誕生した。1960（昭和 35）年代には科学技術に関連した博物館、1970

（昭和 45）年代には民俗資料・郷土資料館、1980（昭和 55）年代には企業博物館とい

ったように、建設される博物館には時代による流行が見られた。こうして、1980年代以

降の公私立博物館のワークショップや普及活動に重点を置く地域志向ブーム、各大学の

歴史的、教育研究上の特性を活かした大学博物館の設置、1990（平成２）年代以降のサ

ブカルチャーまで包摂する博物館・美術館の多様化と「ミューズランド」2化、21 世紀

のヴァーチャルミュージアムへと、従前の博物館の定義には収まりきらないほどの設置

や運営の形態の多様化が進んだ。この著しい進展に伴い、博物館の定義に始まり、その

機能や理念の再確認が喫緊の課題となった。 

 

(2)  定義（博物館法） 

1949（昭和 24）年に制定された社会教育法は、その９条で「図書館及び博物館は、社

会教育のための機関とする」と規定し、同条２項で「図書館及び博物館に関し必要な事

項は、別に法律をもって定める」と規定している。同法の特別法として「社会教育法の

精神に基づき」、1950（昭和 25）年に図書館法が制定され、続いて 1951（昭和 26）年 12

月に博物館法（博物館行政の制度的基盤）が公布され、1952（昭和 27）年 3月に施行さ

れた。 

博物館法（第１章 総則）第２条によれば、「博物館」（美術館を含む）は、以下のよ

うに定義されている。 

「歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集し、保管（育成を含む。

                                            
2上田篤『博物館からミューズランドへ』、学芸出版社、1992年に初出の表現。ミュージアムのミューズとディズニーラン

ドのランドを合成した同著者の造語で、「簡単にいえば、ディズニーランドのような観客参加型の博物館」（同書、41頁）

をいう。「遊園地的ミュージアム」と言い換えてもよく、例えば、埼玉県富士見市の水子貝塚資料館では、「土曜おもしろ

ミューズランド」を開催している。 
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以下同じ。）し、展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、

レクリエーション等に資するために必要な事業を行い、併せてこれらの資料に関する調

査研究をすることを目的とする機関（社会教育法 による公民館及び図書館法 （昭和二

十五年法律第百十八号）による図書館を除く。）のうち、地方公共団体、一般社団法人若

しくは一般財団法人、宗教法人又は政令で定めるその他の法人（独立行政法人（独立行

政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第二条第一項 に規定する独立行政法人をい

う。第二十九条において同じ。）を除く。）が設置するもので次章の規定による登録を受

けたものをいう。」 

更にこの「登録」に関して同法（第２章 登録）第 10条に以下のようにある。 

「博物館を設置しようとする者は、当該博物館について、当該博物館の所在する都道

府県の教育委員会（当該博物館（都道府県が設置するものを除く。）が指定都市（地方自

治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項 の指定都市をいう。

以下この条及び第二十九条において同じ。）の区域内に所在する場合にあつては、当該指

定都市の教育委員会。同条を除き、以下同じ。）に備える博物館登録原簿に登録を受ける

ものとする。」 

このように「博物館」とは、都道府県の教育委員会の登録を受け「登録博物館」とさ

れると博物館法は定義する。 

第 11条（登録の申請）は、こう規定する。 

「前条の規定による登録を受けようとする者は、設置しようとする博物館について、

左に掲げる事項を記載した登録申請書を都道府県の教育委員会に提出しなければなら

ない。  

一  設置者の名称及び私立博物館にあつては設置者の住所  

二  名称  

三  所在地  

２  前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

一  公立博物館にあつては、設置条例の写し、館則の写し、直接博物館の用に供する

建物及び土地の面積を記載した書面及びその図面、当該年度における事業計画書及び予

算の歳出の見積りに関する書類、博物館資料の目録並びに館長及び学芸員の氏名を記載

した書面  

二  私立博物館にあつては、当該法人の定款の写し又は当該宗教法人の規則の写し、

館則の写し、直接博物館の用に供する建物及び土地の面積を記載した書面及びその図面、

当該年度における事業計画書及び収支の見積りに関する書類、博物館資料の目録並びに

館長及び学芸員の氏名を記載した書面」  

したがって、博物館法の第二条（定義）および第十一条（登録の申請）によると、設

置主体（者）が地方公共団体の公立博物館と、設置主体が一般社団法人・一般財団法人・

宗教法人などの私立博物館のみが、都道府県の教育委員会に登録申請できる。 

留意すべきは、設置主体が独立行政法人である国立博物館等は、それぞれの個別法に

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%93%f1%81%5a%8e%b5&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%8b%b3%88%e7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%88%ea%94%aa&REF_NAME=%90%7d%8f%91%8a%d9%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%93%c6%97%a7%8d%73%90%ad%96%40%90%6c%92%ca%91%a5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%93%c6%97%a7%8d%73%90%ad%96%40%90%6c%92%ca%91%a5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000


 

４ 

 

よるため、「登録博物館」にはなり得ないことである。よって独立行政法人の国立科学

博物館、国立文化財機構の４国立博物館、及び国立美術館機構の５国立美術館などは、

博物館法第 29条の「博物館に相当する施設」（以下、博物館相当施設）とされている。

この「博物館相当施設」に分類される国立博物館・国立美術館には、1950（昭和 25）年

に施行されていた文化財保護法が適用され、文化財保護委員会（現文化庁）の附属機関、

国立科学博物館は文部省（現文部科学省）の付属機関として位置づけられ、平成 13年

に独立行政法人化したため、博物館法の対象とはなっていないのである。 

このため、旧国立諸館を所管する個別の独立行政法人法においては、独立行政法人国

立科学博物館を除き、その「目的」に、教育基本法第 12条第２項の規定にある社会教

育施設であることが明記されていない。要するに、博物館法では博物館はあくまで社会

教育施設であるのに対し、文化財保護法の適用を受ける国立博物館や国立美術館は文化

施設となっているのである（栗原祐司、「我が国の博物館法制度の現状と課題」［1］、35-36

頁）。 

「２の（1）我が国における博物館・美術館の沿革」にあるとおり、明治以降、国立博

物館は日本の博物館・美術館の発展を牽引してきた歴史がある。それが、博物館法、つ

まり日本の博物館制度においては博物館でなく博物館相当施設とされているのは、国民

ばかりか、諸外国からみても奇異なことである。上記の国立博物館が日本全体の博物館

を名実ともに牽引できるように 2019年の京都での ICOM（国際博物館会議）世界大会を

控えて、その在り方を検証する必要があろう。 

 

(3)  事業（博物館法第３条） 

博物館法第３条は、博物館の事業について、「前条に規定する目的を達成するため、お

概ね次に掲げる事業を行う。」とし、以下、資料の収集・保管・展示、調査研究、教育普

及活動等など 10事業を規定する。その上で、同条２項は、「その事業を行うに当つては、

土地の事情を考慮し、国民の実生活の向上に資し、更に学校教育を援助し得るようにも

留意しなければならない。」と定める。 

また、前掲の文部科学省告示「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」の「基本的

運営方針及び事業計画」にも、以下のように記されている。 

「第三条 博物館は、その設置の目的を踏まえ、資料の収集・保管・展示、調査研究、

教育普及活動等の実施に関する基本的な運営の方針（以下「基本的運営方針」という。）

を策定し、公表するよう努めるものとする。 

 ２ 博物館は、基本的運営方針を踏まえ、事業年度ごとに、その事業年度の事業計画を

策定し、公表するよう努めるものとする。 

 ３ 博物館は、基本的運営方針及び前項の事業計画の策定に当たっては、利用者及び地

域住民の要望並びに社会の要請に十分留意するものとする。」 

確かに、大概の登録博物館は、事業年度ごとの展覧会企画を公表し、それに沿った事

業年度報告書を刊行・公開しているものの、上記の「望ましい基準」に沿った事業計画
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全体の策定、公表が行われているとは言い難い。このため、以下の「４ 21世紀のある

べき博物館・美術館の姿」で言及する財務諸表等、経営に関するデータの未公開状況と

あわせて、博物館の運営方針や事業内容が利用者や社会の要請に応えているかを適切に

検証するためには、情報資料が欠けている。 
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３ 発展過程で顕在化してきた問題や課題3   

(1)  博物館法そのものに内在する問題 

以上述べたように、特に第二次大戦後から今日までの日本において、博物館がめまぐ

るしい発展をとげ、設置・運営形態が多様化したことに伴い、博物館法の規定内容に関

して、幾つかの問題点が顕在化した。このことは決して看過できない。 

もとより、「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」（特に、上記２の(3)参照）は、

そうした問題点や指定管理者制度の導入等による運営上の問題などを思料した基準であ

る。しかるに、それは法律の形式で定めるべきであって、問題の抜本的な解決には至っ

ていない。したがって、依然、博物館法そのものに問題が内在している。そのうち以下

では、博物館登録制度と学芸員資格制度の２点について指摘する。 

 

(2)  博物館登録制度の問題 

博物館登録制度の形骸化は著しい。 

第１に、「２の(2)定義（博物館法）」で言及したとおり、「博物館」を管轄する博物館

法と上記の「博物館相当施設」を管轄する文化財保護法がリンクしておらず、諸外国の

事例に照らしても、法の形骸化が著しい。博物館法の第２章「登録」で、博物館の登録

は教育委員会の所管とされ、ゆえに教育委員会を持たない国及び独立行政法人の博物館

は、登録対象とならない。一方、博物館法制定の前年の 1950（昭和 25）年に文化財保護

法が制定され、国立博物館は文化財保護委員会（現文化庁）の附属施設と位置づけられ

た。このため、国及び独立行政法人の国立博物館・国立美術館は博物館法の対象とでき

ない。この法制度上の不整合から、国立博物館及び国立美術館は「登録博物館」ではな

く「博物館相当施設」の扱いを受ける。 

第２に、近年、登録制度に関わる問題がますます大きくなっている。2007（平成 19）

年の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、「当該地方公共団体の

長」（＝首長部局）が、「スポーツに関すること」と「文化に関すること（文化財の保護

に関することを除く）」の管理と執行ができることとなった。これにより、「文化に関す

ること」の中で扱われる博物館が、教育委員会の所管を離れて首長部局に移せることと

なった。従来は登録博物館であったものも、教育委員会の所管を離れるので、登録への

意欲が減退する可能性がある。 

更に、2013（平成 25）年には「地方独立行政法人施行令」の改定により、「博物館、

美術館、植物園、動物園または水族館」が「公共的な施設で政令で定めるものの設置及

び管理を行うこと」（地方独立行政法人法第 21条第５号）の中に含まれることとなった。

                                            
3本分科会では、会員に多くの博物館学芸員あるいは関係者を有する日本考古学協会の第 82 回総会において、同協会と共

催の研究発表セッション 7「博物館法をはじめとする関連法案等の改正後の博物館・美術館のありかた」（2016 年 5 月 29

日、於東京学芸大学）を実施した。セッションへの参加者は非常に多く、この課題の重要性・緊急性が再認識された。本

章はこのセッションの成果をも踏まえたものである。同セッションの研究発表については、『一般社団法人 日本考古学協

会第 82回総会 研究発表要旨』（2016年 5月 28・29日）[2]を参照。 
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ここでも同様に従来は登録博物館であったものが、地方独立行政法人に移行すれば、同

様に登録への意欲が減退する可能性がある。 

第３に、登録施設と非登録施設との格差の問題も顕在化している。例えば、１館当た

りの専任学芸員の配置状況は、登録博物館では 2.8人、博物館相当施設では 1.8人、博

物館と類似の事業を行う施設（以下、博物館類似施設）では 0.24人である（平成 23年

度社会教育調査による）。 

以上より、社会教育施設であるため博物館登録制度を教育委員会が所管する現行制度

は、根本的な見直しが必要である。つまり度々指摘されているように、教育委員会によ

る登録制度を見直し、「全ての設置形態の博物館に登録申請を行う資格を与えるべき」

（これからの博物館制度の在り方に関する検討協力者会議報告書『新しい時代の博物館

制度の在り方について』[3]、10頁）である。 

そのためには登録基準の設定、審査プロセスの徹底、認定の有効期限・更新制度の導

入、登録メリットの付加などが必要である。登録のメリットについては、私立博物館に

おいては、税制上の優遇措置が非常に大きい。公立博物館については、文化庁などの補

助金の申請資格などの資金獲得のメリットがある4。また、税制上の優遇措置や補助金獲

得によって、博物館法第３条に掲げる 10事業を実施する上で、多彩な専門的知識と経

験を有する学芸員を一定数配置することを担保し、利用者へのサービスを充実させるこ

とができる。 

博物館・美術館行政全体を見渡し、日本の独立行政法人の国立科学博物館、国立文化

財機構の４国立博物館、及び国立美術館機構の５国立美術館等といった比較的恵まれて

いるごく一部のいわゆる博物館だけでなく、上記の平成 27 年度社会教育調査報告によ

ると、登録博物館 895館、博物館相当施設 361館、博物館類似施設 4,434館を含め、5690

館を誇る日本の博物館全体の水準の向上とその維持を、登録制度の見直しによって図ら

なければならない。 

あわせて、博物館は社会教育施設ではあるが、また研究機関・施設でもあることに十

分に留意されなければならない。 

 

(3)  学芸員資格制度の問題と学芸員の社会的位置づけ 

博物館法第４条４項で学芸員の職務、第５条で学芸員資格、第６条で学芸員補資格を

明確に定義する点は、欧米の博物館及び文化財保護に関する法律と比較しても、日本の

博物館法の際立った特徴である。この規定は、1955（昭和 30）年制定の博物館法施行規

則に基づいて学芸員資格制度（文部科学省令による学芸員科目の必修）として運用され

                                            
4 例えば、登録博物館と博物館相当施設を対象とする文化庁による「地域の核となる美術館・歴史博物館支援事業」があ

る。ただし、兵庫県立・人と自然の博物館のような自然史系博物館には補助金の申請資格などなく、メリットは少ない。

その一方で、同博物館は館内に姫路工業大学（現在の兵庫県立大学）自然・環境科学研究所が設置され、大学職員の併任

により公立博物館では初めてとなる大学機能を併せ持つ博物館として発足し、研究部門の自律性の強化を図る等、博物館

と大学双方の機能を融合するための仕組みが考えられている。職員の併任に関しては、大学と県教育委員会が職務を併任

する職員の身分等の取扱いについて協定を締結している。 
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ている。ただし、先に述べたように、国立科学博物館、国立博物館及び国立美術館に勤

務する専門的職員は、同法に拠る学芸員の職務及び資格等の規定を受けないことになる。 

問題なのは、以下の点である。博物館法第４条第３項では、「博物館に、専門的職員

として学芸員を置く。」とし、第４項で、「学芸員は、博物館資料の収集、保管、展示及

び調査研究その他これと関連する事業についての専門的事項をつかさどる」と学芸員の

職務を規定する。しかし、特に地方行政団体での学芸員採用は、通例「地方公務員一般

職」の規定に基づき実施されるため、博物館・美術館においては職階・職種ではなく、

業務分担上の職名を帯びるに過ぎない。このことが、博物館法に明記された学芸員が担

う職務のうち、博物館資料の収集、保管、展示に重点が置かれて、研究業務が蔑ろにさ

れがちな理由である。また、博物館法で定義された学芸員の多くは、所属博物館が文部

科学省の研究機関指定を受けておらず、研究者番号を付与されて科学研究費代表申請を

する資格も得られていないのが現状である5。学芸員が研究者として、博物館法第４条第

４項にある調査研究以外に、人類文化の未来に貢献する独創的な研究にも従事できるこ

とを認める仕組みを考えるべきである。 

これは、博物館法制定に内在する根の深い問題である。すなわち、博物館法は、教育

基本法を母法にした社会教育法に準拠するものであるため、地方公共団体などは、運用

上、学芸員業務のうち資料の収集、保管、展示及び公開、利用者への学習機会の提供や

各種サービスに重点を置いているのが実情である。文部科学省告示「博物館の設置及び

運営上の望ましい基準」は、その第７条（調査研究）で、「博物館は、博物館資料の収

集、保管及び展示等の活動を効果的に行うため、単独で又は他の博物館、研究機関等と

共同すること等により、基本的運営方針に基づき、博物館資料に関する専門的、技術的

な調査研究並びに博物館資料の保管及び展示等の方法に関する技術的研究その他の調

査研究を行うよう努めるものとする。」と明記し、その偏重の改善を促している。しか

しながら、これが告示であるため実効性がなく、その調査研究は概ね所属博物館の収蔵

する資料に関連した研究に限られているのが現状である。博物館法第４条第４項に定め

る事項を同告示 7条に「望ましい基準」として盛り込む以上は、別途、学芸員を研究者

と認めうる規定を設けるとともに、文部科学省による所属博物館の研究機関指定を柔軟

にすることが必須であろう。 

博物館の研究機関指定に関しては、美術史学会ホームページに掲載された「学芸員の

科学研究費代表申請資格に関する文部科学省との交渉についての報告」（2002年 3月 30

日）が参考になる6。その報告によると、文部科学省から「研究機関指定の基準」の要点

として、①学芸員が科学研究費を受け取って研究を行うことに対して博物館の支援、研

                                            
5 現在、公私立の博物館では 21館、公私立の美術館では 6館が、研究機関指定をうけているだけである。これに対して、

登録博物館は 913館である。 

この数値は、文科省ホームページの「平成 15年度時点での科学研究費補助金取扱規程第 2条第１項第４号の研究機関一覧」

（http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/020803s.htm#top）の掲載内容と、科研の「機関番号一覧」

（https://www-kaken.jsps.go.jp/kaken1/kikanList.do）から割り出した。 
6 参照：美術史学会ホームページの委員会報告（美術館博物館委員会）http://www.bijutsushi.jp/c-iinkai.htm 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/020803s.htm#top
https://www-kaken.jsps.go.jp/kaken1/kikanList.do
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究計画の立案、発表、学会等への参加の自由があること、②博物館に管理系と独立した

研究系（学芸課など）の組織が存在していること、③常勤の学芸員の原著論文発表数と

その掲載誌等の評価、④学芸員の一人当たりの研究費が国立学校教育研究基盤校費単価

の２分の１以上あること、⑤科学研究費の管理等の事務が機関の事務組織の所掌事務に

必ず位置づけられていること、などが示されている。当然ながら、①には、所属博物館

の学芸員職務としての調査研究は含まれないため、所属博物館には現行の博物館法によ

る学芸員職務以外の研究活動を支援する体制が求められる。しかし、限られた予算で運

営されている多くの公私立博物館にとって、学芸員の配置と職務に影響を及ぼしかねな

い①に加え、特に④の研究費の予算措置と⑤の科研費の管理等を所掌事務として行う事

務組織の整備が大きな課題である。このため、登録博物館数の 913館からみても、公私

立の博物館と美術館をあわせて、たった 27 館しか研究機関指定を受けられていない理

由のひとつに、「研究機関指定の基準」、中でも博物館による研究費予算措置という高い

障壁が考えられる。 

もちろん、博物館側の理解協力の上で、学芸員の研究者としての質の維持向上を図る

仕組みを設けることが必要である。すなわち、博物館側は、研究機関指定を受ける努力

をし、かつ学芸員の自由研究を奨励する（例えば、博士課程中退で在職する学芸員が博

士論文の執筆・提出のため、大学の社会人入学・再入学制度に応募できる就労形態のし

くみなど7の）制度を設ける必要がある。その一方で、学芸員は優れた研究を発表・出版

することに努め、所属博物館が研究機関指定を受けた暁には、科学研究費代表申請を行

えるように研究の質的向上を図る必要がある。同申請の採択によって、学芸員本人の研

究者としての質が担保されることは言うまでもない。 

また、一定の要件を満たした学芸員が正しく研究者として位置付けられることによっ

て、それぞれの博物館がもつ博物館資料の学術的価値が見出され、彼らがそれを展示・

教育等に反映させることで、国民への質の高い公共サービスを図ることができる。これ

によってそれぞれの地域の文化力の向上とともに地域の活性化に貢献することが期待

できる8。 

要するに、博物館法第 29 条で「博物館に相当する施設」と定められた国立科学博物

館、国立博物館及び国立美術館に勤務する学芸業務を担当する専門的職員（研究員）に

は科学研究費代表申請資格付与されている以上、登録博物館に在籍する能力的に遜色の

ない学芸員であっても科学研究費の申請資格が与えられないという矛盾した状況は、早

急に改善されるべきである。 

研究者の資格の目安とされる科学研究費代表申請資格が、大学や一部の研究機関等に

所属する研究者に限られているという制度は、研究の自由と多様性を振興しようとする

                                            
7 近年、公立美術館の学芸員が大学の社会人入学・再入学制度を使って、博士課程に在籍して博士論文を提出し、学位を

取得した例は、日本学術会議・史学委員会本分科会が把握しているだけで 5件（学位取得時の当事者勤務先、兵庫県立歴

史博物館、町田市立国際版画美術館、千葉市美術館、京都文化博物館、ふくやま美術館）ある。 
8 例えば、福井県立博物館は、研究者としての学芸員が恐竜の化石の発掘をおこない学術成果を上げるとともに、「恐竜王

国ふくい」などと博物館は大いに地域を活性化している。https://www.dinosaur.pref.fukui.jp  

https://www.dinosaur.pref.fukui.jp/
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我が国の学術政策にはそぐわないので、改善の方途を探るべきである。 

この改善によって、登録博物館の優れた学芸員が、科学研究費代表申請資格を有し、

科学研究費等によって学芸員職務のうちの調査研究以外の、人類文化の未来に貢献する

独創的な研究にも従事できるとともに、所属館や連携館等での公開展示を通してその研

究成果を国民に還元できることになる。「文化芸術立国」を標榜する我が国における博

物館のあるべき姿の実現に大きく貢献すると確信する。 

一方、学芸員の資格・職務は博物館法によって定められているが、この規定は「博物

館相当施設」である「国立館」には適用されず、結果的に「国立館」に勤務する専門的

職員（研究員）の職務は法律ではなく、「国立館」の内部規則で定められている。博物

館法第３条第８項には、「当該博物館の所在地又はその周辺にある文化財保護法（昭和

二十五年法律第二百十四号）の適用を受ける文化財について、解説書又は目録を作成す

る等一般公衆の当該文化財の利用の便を図ること」とある。他方、文化財保護には文化

財保護法が別途定められており、近年名称変更した独立行政法人の国立文化財機構が、

その名のとおり、文化財保護法に則って文化財の保護、管理、記録・目録作成の業務を

中心的に行うべき機関であることは自明である。このような法令上の仕組みの違いが、

博物館法の定める学芸員の資格・職務と「博物館相当施設」に勤務する専門的職員がど

のような関係にあるのかについて不分明化を生じさせているといってよい。 

また、改正学芸員科目の施行によって、新たな課題が浮かびあがった。第１は、学芸

員資格要件に関わる科目の種類や単位数の増加（以前の７科目 12単位から９科目 19単

位）により、担当教員の確保等が困難なため、学芸員資格関連の授業を開講する大学数

が減少していることである。また、「これからの博物館の在り方に関する検討協力者会

議」第２次報告書（報告）『学芸員養成の充実方策について』（平成 21年２月）[5]によ

ると、「毎年 1 万人程度の学芸員資格が付与されるものの，学部卒で博物館に就職して

いる者は１％に満たない。」という現状も、学芸員資格制度を見直すことが急務である

ことを物語る。 

更に大きな第２の課題は、博物館法による博物館登録制度及び学芸員制度の問題と絡

み、学芸員資格と博物館における任用がかみ合っていないこと、並びに、学芸員資格と

現職学芸員に求められる資料分野等に関する学術的専門性・実務能力に大きな開きがあ

ることである。「これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議」報告書『新しい

時代の博物館制度の在り方について』（平成 19 年６月）[3]などで，学芸員養成課程に

おける高度化と実務経験の充実を図るために，大学院における専門教育の必要性が指摘

されていたにもかかわらず、「博物館法施行規則の一部を改正する省令」（平成 21 年）

でも実現に至っていない。確かに、文部科学省告示「博物館の設置及び運営上の望まし

い基準」第 13条及び 14条では、専門的な能力を有する職員の適切な業務配置や職員の

研修の充実が促されている。  
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４ 21世紀のあるべき博物館・美術館の姿 

21世紀日本において更に成熟した博物館行政を行うためにも、現在の文化庁の機能強化

を図るとともに、将来的にはそれを文化省へと昇格させ、そこに博物館部局を開設し、我

が国の博物館全体を視野に入れた体制を作るべきである。それは、政府が推し進める「文

化芸術立国」をより現実的なものにするために文化芸術の発信拠点となる博物館・美術館

の存在がこれからますます重要な意味をもってくるからである。そして、博物館・美術館

の健全なる運営は、成熟社会の形成においても極めて大きな役割を果たすはずである。 

前述した文部科学省告示「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」は、第４条で、「博

物館は、基本的運営方針に基づいた運営がなされることを確保し、その事業の水準の向上

を図るため、各年度の事業計画の達成状況その他の運営の状況について、自ら点検及び評

価を行うよう努めるものとする。」としている。また、同条４項に、「その点検及び評価の

結果並びに運営改善の措置を、インターネットその他の高度情報通信ネットワーク（以下

「インターネット等」という。）を活用すること等により、積極的に公表するよう努めるも

のとする。」としている。 

しかしながら、公益法人が管理運営を行う公立美術館（例えば世田谷美術館など）を除

くと、地方公共団体に属する公立博物館・美術館の多くが財務諸表等、経営に関するデー

タを公表していない。健全な博物館運営のためには、経営情報を積極的に公開し、国民の

検証に耐えうるよう努めるべきである。 

そうした姿勢こそ、国民から真に必要とされ、世界からも注目される、これからの博物

館・美術館にとって極めて重要である。 

 

(1)  海外博物館及び博物館行政の動向 

我が国における新しい登録基準の設定、審査プロセスの徹底、認定の有効期限・更新

制度の導入、登録メリットの付加などの制度設計のためには、イギリス、アメリカの博

物館認定制度が参考となる9。 

イギリスでは、博物館の質保証の制度として、1988年から文化・メディア・スポーツ

省が全額運営費を補助する博物館・図書館・文書館委員会(Museum, Libraries and 

Archives Council)によって国家による博物館登録制度（Museum Registration Scheme）

あるいは 2004年以降はより目的に沿うように名称変更されて博物館美術館認定制度

（Accreditation Scheme for Museum and Galleries）、が行われている。なお、芸術の

振興をつかさどる非政府部門公共機構(non-departmental public body)で 1946年に設立

されたグレート・ブリテン芸術会議（Arts Council of Great Britain）は、1994年に

はそれぞれイングランド(Arts Council of England)、スコットランド(Scottish Arts 

Council)、ウェールズ(Arts Council of Wales)の芸術会議に分割されたが、2002年に

はイングランド芸術会議(Arts Council England)のもとに統括された。一方、上記の博

                                            
9日本博物館協会編『博物館の評価機関等に関するモデル調査研究報告書』平成 20年[6]；博物館基準研究会編『博物館基

準に関する基礎研究 イギリスにおける博物館登録制度』1999年［7］ 
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物館・図書館・文書館委員会は、政府系公共機構の縮減政策の一環として 2012年に消滅

したが、それに先立つ 2011年には、その博物館・図書館に係わる権能はイングランド芸

術会議へと、公文書館に係わる権能は国立公文書館へと、委譲された。したがって、現

在ではこのイングランド芸術会議10が博物館認定制度をつかさどっている。また認定基

準も 2011年に改定された。 

認定を申請できる博物館の基礎資格は以下である。イギリスの博物館協会(Museums 

Association)の 1998年の博物館の定義「博物館で人々は新知見、学習、娯楽のためにコ

レクションを探究することができる。博物館は社会のために、受託している人工物や自

然物を収集し、保管し、利用できるようにしている組織である。」に合致すること。長期

間にわたりコレクションを保持していること。公式の組織であること。２年間の会計帳

簿を有すること。法的、倫理的、安全管理、平等・均等、環境、計画の諸点の要求を満

たすこと。来館者の便益に叶う計画を進める意図を有すること。 

一方で、常置コレクションがない考古学遺跡、歴史的建造物、生物を展示する動物園・

水族館・植物園等、短期の展示場、図書館、公文書館、インターネットでしかコレクシ

ョンにアクセスできない施設、配当を配る団体、以上のような組織等は申請する資格が

ない。 

学校や図書館等の他の公共施設と異なり博物館は多様性に特徴があることを踏まえ、

大英博物館等だけでなく経営規模が小さくボランティアを中心に運営されている小規模

博物館をも視野に入れ、①運営、②コレクション、③来館者の３点において、「最低基準

（baseline quality standard）」を認定の基本とする。つまり、①においては、目的、

経営主体、運営方法、将来計画、コレクションと建物等の長期占有、財政基盤、十分な

数の経験を有する構成員、専門家の知見へのアクセスとそれの方針・決定への反映、防

災体制、環境への配慮、②においては、コレクションに対する責任体制、収集方針、記

録方針、保存管理方針、記録計画、保存管理計画、記録手続、安全管理に係わる専門家

からの評価、③においては、来館者対応方針、来館者の体験、学習体験等において適切

であることを認定の基準とする。 

審査委員会は、イングランド芸術会議によって任命された 15名ほどのボランティアの

専門家達から構成される。審査の結果、「完全認定(full Accreditation)」、「暫定認定

(provisional Accreditation)」、「認定延期(deferred decision pending further 

information)」、閉館、資格喪失、被災、他館との統合、基準に満たない、撤退などによ

る「認定取消し(removal from the scheme)」、「故意の非遵守による排除(Exclude due to 

deliberate non-compliance)」のいずれかと決定される。2016年 11月の時点では、完

全認定 1561館(90.7%)、暫定認定 160館(9.3%)、総計 1721館(100%)であり（前年 2015

年 11月時点の 1,726館（うち完全認定が 1,576館）より減少）、排除は 3館である 

                                            
10 イングランド芸術会議 HP(http://www.artscouncil.org.uk)、特に認定制度については

(http://www.artscouncil.org.uk/supporting-museums/accreditation-scheme-0 )(2017年 2月 10日閲覧) 
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質の保証を維持するために、約２〜３年の間隔で、定期的に再審査(Accreditation 

return)が行われる。なお、2015年 11月から 2016年 11月の間の再審査を受けた博物館

の 69.8%が完全認定を受けた。 

こういった認定は、社会の福利のためにコレクションを管理し公的支援金を正しく管

理する組織としての博物館の信頼を高め、また倫理的基盤、専門職としての基盤を全て

の博物館において確かなものとするのである。そして認定は、 Performance (業績評価、

目標達成、改良の基準の獲得)、Profile（館内における自信と館外における信頼の獲得、

博物館に対する広範な認知と理解の獲得）、People（来館者の期待や興味への対応、館員

の能力開発への寄与）、Partnership （業務点検を通じた館内あるいは他組織との協働の

促進）、Planning（業務や施策の定型化の将来計画策定への貢献）、Patronage（公的認定

の取得による公的・私的支援の増加、博物館へのパトロンからの信用度の向上）の６つ

のＰにおいて、大きな恩恵があるとされている。 

多様な博物館を共通の「最低基準」によって評価するこの認定制度により、下から 25％

ほどの博物館の底上げに寄与したと評価されている。また財源不足ゆえのコレクション

売却への異議等により、博物館とその所蔵品を、政治家や行政官から守る役目も果たす。 

一方、アメリカでは 1906年にアメリカ博物館協会(AAM: American Association of 

Museums)が発足した。それが、博物館関係者だけでなく、地域ボランティア、実業家、

愛好者などの多様なステークホルダーとの包括的な協働を目的として、2012年にアメリ

カ博物館同盟（AAM: American Alliance of Museums）へと改組された11。 

博物館認定制度12は、旧アメリカ博物館協会時代の 1971年から始まり、現在はこのア

メリカ博物館同盟の認定委員会（American Alliance of Museums Accreditation 

Commission）が実施しており、同時に助言的な博物館診断も行われている。 

しかし、2017年現在で認定されている博物館は 1056館、暫定認定されている博物館

は 5館で、総計 1061館である。アメリカの博物館総数は 17,500館と推計されているの

で、認定・暫定認定の博物館は全体の６パーセントほどと僅かである。これは認定に多

額の経費と労力を要し、全て自己負担であることによる13。 

それでも認定を受けるのは、とりわけ、①信用性と責任能力、②明確な目的意識の涵

養、③営業レバレッジと経営支援、④継続性ある堅固な組織、の４点において有利とな

るからである14。つまり、①投資機関や寄贈者に対する信用性が向上する、②構成員の

業務に対する意識が高まる、③地域社会や州政府に対するロビーイングにおいて有用な

ツールとなる、他館との貸与や巡回展において有利となる、資金繰りへの支援に係わる

営業レバレッジとなる、④持続性に富む組織となる、アートに係わる保険においてリス

クが低いと判断される、等々の利点がある。 

                                            
11 AAM HP http://aam-us.org 特に http://aam-us.org/alliance/why-the-change (2017年 2月 10日閲覧、以下同) 
12 AAM HP 特に http://www.aam-us.org/resources/assessment-programs/accreditation  
13 AAM HP 特に http://www.aam-us.org/resources/assessment-programs/accreditation/cost  
14 AAM HP 特に http://www.aam-us.org/resources/assessment-programs/accreditation/benefits 



 

１４ 

 

日本が最も参考とすべきは、上記のイギリスの認定制度とその精神であろう。また制

度構築の際には、アメリカにおけるような経営上の優遇措置等の付与も重要な参考事例

となる。 

 

(2)  博物館法等の改正・改善へ向けて 

海外の博物館・美術館に係わる法律や慣例となっている制度を『A Guide to European 

Museum Statistics』［8］で概観すると、同書に収録された西洋 23か国の博物館・美術

館の基礎データから、博物館法もしくは博物館関連法を有する国は 23か国中の 14か国

であり、第二次世界大戦以前の事情をひとまず措くと、同法を制定している国でも、そ

のほとんどが 1990 年代以降の制定である。第二次世界大戦の戦火で多くの文化財の消

滅・略奪を経験した国々は、文化財（特に可動文化財）の保護管理を柱にして博物館に

関する規定をそれに密接に関連づけている。例えば、スペインは文化財法の中に、国有

美術館及びスペインの美術館体制に関する一般法規を加えている。また、1945年に最初

の博物館関連法を制定していたスロベニア共和国の場合には、2008年には文化財保護法

（ Cultural Heritage Protection Act, No.16/2008）を制定した。その第 3 条

(definitions)(1)項-17 では簡潔に博物館・美術館を定義し、第 52 条（storage of 

national treasures）（5）項で国立及び指定博物館・美術館における博物館資料の保管

収蔵の基準に言及し、第 87条（register of museums）で、内閣府への博物館登録制、

及び同条（5）項に登録要件を、そして第 91条（national museum）で国立博物館の使命・

役割、同 92条（The Service for movable heritage and museums）と同 93条（national 

public service in authorized museums）で、それぞれ国立博物館と指定博物館におけ

る公共サービスを明記する。つまりは、文化財保護法の一部として博物館関連規則を取

り込んでいる15。このスロベニアの文化財保護法は、我が国の博物館法の改正にとり、

手本となる事例である。 

日本では、これまで博物館法の抜本的な改正をせずに文部科学省令や告示のレベルで

の改善策を図ってきたが、その対応には限界がある。限界があるとの指摘は、これまで

も度々なされてきた16。鷹野光行［3］によると、目下、本提言とは別に、日本博物館協

会においても「博物館登録制度の在り方に関する調査研究委員会」において検討がすす

められており、７項目について整理して報告するとされている17。それによると、同調

査研究委員会もまた、本分科会の提言と同じく博物館法の抜本的な改正に向けて検討し

ている。 

                                            
15 参照 http://www.unesco.org/culture/natlaws/media/pdf/slovenia/slovenia_culturalheritageact_2008_engtno.pdf 
16 栗原祐司、「我が国の博物館政策の諸課題」、『日本ミュージアム・マネージメント学会研究紀要』14、2010年、7-17頁、

日本ミュージアム・マネージメント学会; および栗原祐司［1］、また、鷹野光行［3］。 
17 西山良平、「博物館登録制度の在り方に関する調査研究委員会の論議から（中間報告）」、『博物館研究』51－2、2016年、

18-21頁、日本博物館協会。検討項目は、①登録申請資格に対する設置者や所管による制限の撤廃、②登録博物館・博物

館相当施設の一元化、③登録審査基準の見直し、④登録制度と連動した博物館振興策の導入、⑤登録博物館が他の博物館

と区別される仕組みの創設、⑥登録にかかわるチェック制度の導入、⑦登録審査体制の充実、であり、まさしく本提言と

重なるいくつかの検討が開始されている。 

http://www.unesco.org/culture/natlaws/media/pdf/slovenia/slovenia_culturalheritageact_2008_engtno.pdf


 

１５ 

 

したがって、博物館法の母法である社会教育法も含め関連諸法律の間の「一元化」の

理念を目標に、博物館法に関して、文化財保護法との整合性を図りつつ、制度と法に係

わる改正案を提言する。 

そもそも博物館資料は、国民の過去の記憶とそれに基づく現在のアイデンティティの

一側面を共有することを可能にし、更に未来への継承と発展のために過去と現在に新た

な意義を創出するものでなくてはならない。それを実現するために、博物館と学芸員が

これまで以上に国民と協働する必要がある。 

この提言の実現によって、日本の国公私立の博物館・美術館の全てが、改正博物館法

のもとでその質及びサービス機能を向上させ、かつ研究者たる学芸員の独創的な研究と

意欲的な展示公開に支えられ、国民の教育、学術及び文化の発展に大きく寄与すること

が可能となろう。 

なお、文部科学省生涯学習政策局及び文化庁は協力して、「これからの博物館の在り方

に関する検討協力者会議」等を設置して、本提言の実現に向けて具体的に検討すること

を強く要望する。 
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５ 提言 

(1) 博物館法の改正による登録博物館と博物館相当施設の新たな登録制度への一本化  

国立館が我が国の博物館法において「博物館」でないのは、制度のゆがみに他ならな

い。現行の登録制度を抜本的に見直す法律改正を行い、現行法の登録博物館と博物館相

当施設を合わせて「博物館」とする新たな包括的な登録制度を導入すべきである。 

この新たな登録制度においては、現行の「博物館相当施設」は、国立館を含め、設置

主体にかかわらず、登録申請資格を認められるものとすべきである。 

そして、すべての博物館を「博物館」として一体的に扱う新博物館法のもとで、文化

財保護法など関係法律間の整合性を図りつつ、国立館には、博物館全体の水準の維持向

上に貢献すべく指導的な役割を果たせるような法的位置づけを与えるべきである。 

 

(2) 博物館の水準を向上させる新登録制度設計と研究機能の充実 

 新登録制度は、「博物館として必要な条件を備えた博物館の設置を振興する制度」と

することを理念とすべきである（「これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議」

報告書[4]）。そして、多様な博物館の現状に鑑み、イギリスの認定制度も参考にし、国

立館も含めた我が国のすべての博物館の自主的な運営改善を促し、博物館の水準の向上

に資する制度設計となるようにすべきである。 

また、博物館の水準の維持向上という文脈の中で、博物館法第４条を改正して学芸員

の職務内容を見直し、業務の調査研究以外に、人類文化の未来に貢献する独創的な研究

にも従事して博物館を通じて地域の活性化に貢献できることとし、一定水準以上の研究

能力が認められる博物館には、研究機関指定の基準、特に博物館の研究費予算措置など

の基準の柔軟化を図るべきである。 
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＜参考資料＞審議経過 

 

平成 26年 

12月 26日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第１回） 

・役員の選出 

・分科会における検討課題や運営のあり方について 

平成 27年 

３月 26日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第２回） 

・文化財及び関連史料・デジタルデータの保存管理の現状報告 

・平成 28年度日本考古学協会総会での共催セッションの開催について 

７月 23日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第３回） 

 ・独立行政法人国立美術館５館の経営状況の分析結果について 

 ・平成 28年度日本考古学協会総会での共催セッションのテーマ及び登壇メ

ンバーについて 

 ・第 23期当分科会の提言作成に関するワーキンググループに設置について 

12月 25日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第４回） 

 ・平成 28年度日本考古学協会総会での共催セッションのテーマ及び発表内

容について 

  ・提言作成の準備について 

 ・8 月に公示されたイタリア共和国主要 20 国立美術館館長の一斉交代とそ

の波紋について 

平成 28年 

4月 15日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第５回） 

 ・提言素案の内容及び作成について 

7月 30日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第６回） 

  ・日本考古学協会第 82 回総会での共催セッション７（5 月 29 日）「博物館

法をはじめとする関連法等の改正後の博物館・美術館のありかた」の報告 

・提言案の検討 

12月 26日 博物館・美術館等の組織運営に関する分科会（第７回） 

 ・今期提言案の確定に向けての最終確認 

３月 24日 日本学術会議幹事会（第 243回） 

・提言「21世紀の博物館・美術館のあるべき姿―博物館法の改正へ向けて」

について承認 


